
【項目及び目標値（案）】

• 第５期戦略においても、観光を経済政策として位置づけ、観光による経済波及効果で本市経済の活性化、所得・雇用の
増を図ることを目指すことから、KGIは“経済波及効果”とする。

• KPIについては、４期戦略に引き続いてのモニタリングを行う観点から、４期戦略において掲げた７項目（観光消費額、
• 宿泊観光客数(日本人/外国人)、１人１泊あたりの観光消費額(日本人/外国人)、再訪の意向、推奨の意向）を踏襲

するほか、観光振興の効果を市民が実感できていることをモニタリングするために、新たに「『観光がまちに活力を与えている』と
感じる市民の割合」を追加する。

戦略に基づく取組の進捗、効果等を適切にモニタリングしていくために、 4期戦略に引き続き、5期戦略においても数値目標と
してＫＧＩ※1とＫＰＩ※2の2種類の数値目標を設定する。

※１ ＫＧＩ︓ Ｋｅｙ Ｇｏａｌ Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ（最終的な目標指標）
※２ ＫＰＩ︓ Ｋｅｙ Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ（ＫＧＩ達成に向けた重要指標）

【目標値設定の考え方】
■宿泊観光客数
• 日本人については、市場としての縮小見込等を鑑み、令和7年実績値相当で据置
• 外国人については、本市外国人宿泊観光客数の令和6年から令和7年にかけての伸び率（+11.2％）に準拠し、年伸11％で試算して設定

■１人１泊あたりの観光消費額
• 令和7年実績値を基準に、日銀展望に基づく物価上昇の見込みや、第5期戦略の施策推進による付加価値向上（日本人で毎年+1％、

外国人で毎年+2％）を織り込んで設定
■観光消費額
• 「宿泊観光客数」及び「1人1泊あたりの観光消費額」の目標値から算定される消費額（宿泊）に、日帰り客等による消費※を加味して算出

※日帰り客等の消費額︓日帰り客数はR7年実績値（5,613千人）を据置とし、消費単価は1人1泊あたりの観光消費額の伸び率を加味して設定
■経済波及効果
• 「観光消費額」目標値をベースに、本市観光統計において採用している「2020鹿児島市産業連関表」で算定される波及効果率を乗じて設定

■再訪の意向・推奨の意向・【新】「観光がまちに力を与えている」と感じる市民の割合
• 令和4年から令和7年にかけての実績値伸長の年平均（再訪意向︓+2.2％/年、推奨意向︓+2.8％/年、観光がまちに力を与えていると

感じる市民の割合︓+3.4％/年）を加算することで、R13年目標水準を算定

● 第５期戦略の数値目標（KGI/KPI）について

資 料 ４
第５期観光未来戦略の数値目標等について

【新】「観光がまちに活力を与えている」
と感じる市民の割合



• 本市においては、令和８年６月２９日に市宿泊税条例を制定し、令和９年４月１日からの導入を予定している。

• ＤＭＯ事業へ宿泊税を活用する場合、事業実施前年度にＤＭＯから市へ予算案等を提出し、市との調整・協議等を
経て、事業実施年度に市からＤＭＯへ補助金等を交付するというスキームを想定

• 本市においても、ＤＭＯ事業への宿泊税活用に向け、鹿児島観光コンベンション協会を通じて、現在、次年度の事業に
ついて、予算編成に向けた協議・調整を進めているところである。

② ＤＭＯ事業への宿泊税の活用

● 宿泊税の活用について

宿泊税活用事業

行 政 (市観光戦略推進課)
[役 割]
観光資源の開発、各種支援･育成、インフラ整備 など

民 間 (DMO KAGOSHIMA)
[役 割]
観光地のﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、観光客の誘致・受入、
MICEの誘致・受入 など

魅力向上 誘客促進 受入環境の充実

市とDMOによる調整・協議
↓

宿泊税の導入目的（使途）に適した事業

都市の魅力を高め観光振興を図る新規・拡充事業等を検討

<イメージ>

➀ 導入目的（使途）

【イメージ図】

「都市の魅力を高め、持続可能な観光振興を図る」

宿泊税は、都市の魅力を高め、持続可能な観光振興を図ることを目的として、鹿児島ならではの観光資源の魅
力向上や国内外からの戦略的な誘客促進、旅行者の受入環境の充実等に要する費用に充てるため、地方税法
の規定に基づき課するもの。

各種観光施策の展開

魅 力 向 上

• 体験型観光の推進
• 観光イベントの創出・充実
• 桜島・錦江湾ジオパーク推進 等

誘 客 促 進
• MICE誘致の促進
• フィルムコミッションの推進 等

受入環境の充実
• 観光ガイド育成
• 快適な滞在環境の整備
• 観光案内機能強化
• 風評被害対策 等


